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リスク項目

識別・評価 管理 報告

事業インパクト

考察：リスクと機会  ［ ●リスク  ○機会 ］時間軸小分類中分類

● 物流施設・事業所等の電気・燃料使用等に関わるコストが増加

● プラスチック製梱包材への規制が導入され、対応コストが発生
○ 非プラスチックやバイオマス由来の梱包材を使用することにより、環境に配慮した物流への需要が増加

● 消費者のサステナビリティ意識の高まりから、
　 衣料品・服飾雑貨の使用期間が長くなり、販売数量の減少や競合他社との競争が激化
○ 消費者のサステナビリティ意識の高まりから、環境に配慮した製品の重要度が高まり、販売数量が増加

● 環境負荷を考慮していない、またはその明記のない商品の需要減少
○ 環境負荷の低い商品の需要が増加

● 化石燃料の価格高騰に伴い、配送会社へ支払う運送費の上昇

● 環境への取組みに消極的という評価をされた場合にはブランドイメージが毀損され、売上が減少
○ 環境への取組みに積極的という評価をされた場合には、ブランドイメージが向上し、売上が増加

● サプライチェーンが寸断され、商品出荷に遅れが出ることに伴う減収
● 原料の値上がりによる原料・輸送・カタログ用紙のコスト増加
○ 異常気象の激甚化により外出頻度が減少し、通販の利用者数が増加
　【ソリューション事業】
○ 物流拠点の多拠点化により大規模災害や不測の事態への対応ができ、リスクの軽減およびコストの抑制
　【ｅコマース事業】
○ 激甚的な異常気象への不安から防災用品の需要が拡大

● 猛暑や暖冬の影響で季節性商品の需要が変化
● 温度や湿度の変化により、商品保存環境の整備コスト増加
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顧客行動変化

エネルギーコストの変化

平均気温の上昇

異常気象の激甚化
（台風、豪雨、土砂、高潮等）

顧客の評判変化
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　気候変動の影響が大きいと考えられる当社グループの主要3事

業に関するシナリオ分析を実施した結果、4℃シナリオの場合は、

台風・洪水等の激甚災害による物理的被害に加え、石油需要の

高まりによる運送費の影響度が比較的高くなる試算が得られまし

た。その一方で、2℃シナリオの場合は、炭素価格の影響が比較的

大きい試算となりました。両シナリオともに試算が可能なリスク・

機会に関しては、影響度はどちらも限定的ですが、試算結果を考

慮しながら、リスク・機会を継続的にモニタリングし、優先度を踏ま

えながら、今後の具体的対応方針を検討していく予定です。

価値創造の基盤

ENVIRONMENT
環境

　気候変動を経営に影響を及ぼす重要な課題の一つとして認識

し、取締役会において、マテリアリティの特定および解決に向け

た施策の方向性を決定しております。このマテリアリティに対す

る取組みを事業部門と連携するため、代表取締役社長を委員長、

各事業セグメントの責任者（ＰＲＳ）を委員としたサステナビリティ

委員会を設置し、年に２回程度、目標設定や計画に対する進捗

状況のモニタリング、実施内容の評価を行います。

　また、当委員会の内容は、取締役会に報告されることで、取締

役会の監督が適切に図られるような体制としております。

　当社グループの主要なビジネスであるソリューション・通販・

ｅコマースの3事業を対象として、気候変動に関連する移行・物

理的リスクおよび機会を適切に把握し、シナリオ分析を実施しま

した。それぞれの気候変動リスク・機会が事業へ及ぼすインパク

トを考察するにあたり、原材料調達～輸送・保管～商品・サービ

スの提供までのリスク・機会項目を考察し、国際機関が公表する

2℃シナリオと4℃シナリオを用い、 2030年時点における当社

グループへの影響を考察しました。

スクロールグループは、企業活動において起こりうる環境負荷に対して、以下の環境活動方針に沿った目標を設定し、

事業を通じてバリューチェーン全体の環境負荷低減に貢献していきます。

基本的な考え方

環境活動方針

環境負荷の少ない安心、安全な
商品・サービスの提供を推進し
ます。

1 廃棄物と温室効果ガスの排出
削減を推進します。2

社員の教育や取引先への理解
促進など、環境コミュニケーショ
ンを推進します。

4
目標に対して定期的な結果の検
証と公表を行い、環境パフォーマ
ンスの継続的改善を推進します。

5

環境配慮型資源の利用および
資源のリサイクルを推進します。3

リスクと機会

事業インパクト

　事業部門をリスクオーナーとして、リスクの識別と評価を行って

います。また、内部統制委員会のテーマ事務局として「リスクマネジ

メント全般活動」事務局（RM事務局）を設置しており、RM事務局が

事業部門のリスク対応を支援しています。これらの活動は、内部監

査部門において監査され、監査等委員会および取締役会に報告され

ています。事業活動に関する一般的なリスクおよび当社グループ特有

のリスクなどを把握し、継続的にモニタリングできる体制を構築し

ています。

　また、気候変動問題に関するリスクに関しては、サステナビリ

ティ委員会が識別と評価を行いながらRM事務局と連携し、全社的

なリスクマネジメントに統合して管理を行います。

リスクマネジメントガバナンス 戦略

TCFD 提言に基づく情報開示

　当社グループは「環境負荷の低減」をマテリアリティ（重要課題）の一つと捉えており、気候変動がもたらす財務的な影響について、

TCFD提言に沿ってシナリオ分析を行っております。今後、開示内容の充実を図っていくとともに、脱炭素社会に向けた取組みを推進し

てまいります。

・ 事業部門をリスクオーナーとし、
リスクの識別と評価を実施

・ 気候変動問題に関するリスクは、
サステナビリティ委員会とRM事務局が管理

・ 内部監査部門において監査され、
監査等委員会および
取締役会に適宜報告する

コーポレートサイト サステナビリティ・環境 https://www.scroll.jp/sustainability/environment/
シナリオ分析の詳細は、当社コーポレートサイトをご覧ください。
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価値創造の基盤

紙の使用量削減

通販事業において、効率的な商品カタログ配布の実施に加え、タブロイド版カタログの

発行による紙資材の軽量化を推進しています。このほかにも、顧客に対し、WEBカタログ

への移行を促進するなど、紙の使用量削減に取り組んでいます。

当社グループは、お客様とともに持続可能な社会を築くことを目指し、各事業会社で

サステナブルな商品の提案・販売に取り組んでいます。

アウトドア用品・釣り具・キャンプ商品の通販サイトを運営するナチュラムでは、取扱い

ブランドの取組みを紹介する特集ページを設置し、お客様に各ブランドのサステナブル

な商品を提案しています。

「STONE-SHEET®」を
使用した商品包装袋

SDGsカタログ「つづくみらい」

算定範囲:下記事業会社の本社および各拠点
　　　　 株式会社スクロール、株式会社スクロール３６０、株式会社キャッチボール、株式会社もしも、株式会社ビーボーン、
　　　　 株式会社ＡＸＥＳ、株式会社ナチュラム、株式会社ミヨシ、株式会社キナリ、株式会社トラベックスツアーズ

Scope1

Scope2

Scope3

カテゴリ1 購入した製品・サービス

カテゴリ2 資本財

カテゴリ3 スコープ1,2に含まれない燃料およびエネルギー関連活動

カテゴリ4 輸送、配送（上流）

カテゴリ5 事業から出る廃棄物

カテゴリ6 出張

カテゴリ7 雇用者の通勤

カテゴリ8 リース資産（上流）

カテゴリ9 輸送、配送（下流）

カテゴリ10 販売した製品の加工

カテゴリ11 販売した製品の使用

カテゴリ12 販売した製品の廃棄

カテゴリ13 リース資産（下流）

カテゴリ14 フランチャイズ

カテゴリ15 投資

合計

2024年度CO₂排出量

上
　
流

下
　
流

スコープ/カテゴリ
CO2排出量[CO2e-t]
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2024年度

ENVIRONMENT
環境

指標と目標

　浜松本社やSLC浜松西等の拠点では、継続的なCO₂フリー電気「静岡Greenでんき」を使用しております。また、当社施設の照明

のLED化や太陽光パネルを物流センターの屋上に設置し、オンサイトPPAとして稼働する取組みの推進を強化しています。

スコープ1、2※におけるCO2排出

　グループ全体の排出量をより網羅的に把握するため、2024年度より算定対象範囲に一部の事業会社を追加いたしました。その結果、2024

年度のスコープ3におけるCO₂排出量は181,704トンとなり、新たな事業展開と算定対象範囲の拡大により、2023年度と比較して5.3%増

加いたしました。引き続き、グループ全体の環境負荷低減に向けた取組みを強化してまいります。なお、2024年度のスコープ1、2、3のデータ

につきましては、下記の表をご参照ください。

スコープ３※におけるCO2排出

目標 包装資材の脱プラスチック化を推進

通販事業では、商品の包装袋について、プラスチック使用量を50%未満に抑えた

「STONE-SHEET®」を使用した袋をはじめ、紙袋やバイオマス含有袋といった環境配慮

素材への切替え拡大により、包装資材の脱プラスチック化を推進しています。

SDGs関連商品の拡充

通販事業において、環境に配慮した商品、日本の伝統技術を継承する商品、社会貢

献が可能な商品をSDGs関連商品とし、2025年度までにその構成比を50％（アパレ

ル商材）にすることを目標として掲げ、取扱品目を拡充しています。

社内へのサステナビリティ情報発信
特定したマテリアリティの社内浸透を図るため、

社内報にてサステナビリティ推進に取り組む従業

員を紹介し、その活動内容を全社に共有する連載

企画「サスプロ通信」を展開しています。

また、従業員が利用する社内ポータルサイトに指

標と目標数値を掲示し、グループ一体となって目標

の達成に向けて取り組めるよう、見える化を行って

います。

TOPICS

SDGs関連商品の
展開推進

50%
SDGs関連商品率
2025年度までに

（アパレル商材） （2020年度対比）

プラスチック製
包装資材の使用量削減

65%削減

2030年度までに

（2021年度対比）

CO2

CO2排出量の削減

50%以上削減
自社施設のCO2排出量
2030年度までに

カタログ等に使用する
紙の削減　

25%削減 

2030年度までに

（2021年度対比）

2030年までにスコープ２におけるCO₂排出量 50％以上 削減（2020年度対比）

2030年度までにカタログ等に使用する紙の使用量 25％ 削減（2021年度対比）

2030年度までにプラスチック素材の使用量 65％ 削減（2021年度対比）

2025年度までにアパレル商材におけるSDGs関連商品の構成率 50％

目標

目標

目標

サステナブルな商品の提案・販売

※スコープ1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出。
スコープ2：他社から供給された電気・熱・蒸気の使用に伴う間接排出。
スコープ3：スコープ1、2以外の間接排出。　
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価値創造の基盤

SOCIAL
社会 〈人材・人権〉

スクロールグループは「タスク・ダイバーシティ経営の推進」をマテリアリティとして掲げており、個人として主体的・自律

的なキャリア形成を求め、成果だけではなくグループの組織力向上に貢献する人材を育成、支援します。社員が望む多彩

なキャリアの形成に応えられるよう努めながら、多様性を認め合い、個々人の能力を最大限発揮することのできる環境を

整備していくことが、グループの持続的な成長につながっていくものと考えます。

基本的な考え方

人的資本強化への取組み

女性の活躍推進

　当社グループは、タスク・ダイバーシティ推進の一つとして、女性の活躍推進を重要な要素と捉えており、管理職候補者輩出を目的とした

研修を通じて人材育成を進め、継続的な女性管理職の登用を行っていきます。さらに、グループ内で女性管理職としての悩みや課題を抽出

し、社員の意見を吸い上げる場（コミュニティ）をつくり、これを活用しながら、制度を改善していきます。女性管理職比率については、2025

年4月1日時点で、スクロール単体32.3%、グループ全体30.2%と目標を達成しています。

2025年度までにスクロール・グループ全体の女性管理職比率 30％以上目標

　「私の考えるMSC」をテーマに全グループ社員を対象に小論文を募集し、各人にとってのMSCを自ら追求

する風土の醸成に取り組みました。国内外の従業員から292件の応募があり、自身の経験やスキルをもと

に、多角化するお客様のニーズにあわせたソリューションの提案を行う社員の作品が金賞に、実体験から

お客様が気付いていないニーズを汲み取る新規事業の提案を行った社員の作品が銀賞に選ばれました。

MSCをジブンゴトに 「フィロソフィコンテスト」

　全社員が当事者意識やリーダーシップを持ち、チームに最大限貢献して

いく風土を浸透させるため、コスト削減と生産性向上に向けたアイデアを

全社員から募集しました。両コンテストには317件の応募があり、うち207件が

プロジェクト化され、コスト削減コンテストSSCでは年間8千万円もの費用削減が

見込まれたアイデアが、生産性向上コンテストSWCではいち部署だけでは

なく、会社全体の業務の在り方を大きく見直すアイデアがそれぞれ金賞に

選ばれました。

探せ100万円見つけろ10万円 「Slim Spending Contest（SSC）」 
削ると見える真の価値 「Slim Work Contest（SWC）」

　当社グループは、社員の自律的なキャリア

形成を支援するため、部門研修や各階層別

の育成研修を実施しております。従業員の

交流やナレッジの共有を目的とした「スク

ロールグループ研修」では、全グループ従業

員を対象に、日々の業務と親和性の高い

さまざまなテーマについて、社内外の講師

をお招きし、講座やワークショップを行っ

ています。2024年度は「社員の資産形成」

「決算書の読み方」「AIの活用による業務

改善」などをテーマに全6回の研修を開催

し、のべ563名が参加しました。

スクロールグループ研修の実施

　経営メッセージの伝達や社員のエンゲージメント向上を目的とし、事業部門や個人の業績・功績を表彰する社内表彰制度「Scroll Award」

を毎年開催しています。その一環で、2024年度は以下のコンテストを実施しました。

社内表彰制度 「Scroll Award」 の開催

2024年度研修テーマ

やればできる！ “生産性の向上”

データ分析の基礎
～数値の現状把握だけでなく、
　行動の改善に移すためにデータを活用しよう～

～Think Global.～
ビーボーンについて学ぼう！

人生100年時代、知っておきたいお金の話
～資産形成を基礎から学ぶ～

決算書の読み方
～スクロールグループの特徴を数字で知ろう！～

AIの最新情報と業務改善につなげるAI体験

第2回

第3回

第4回

第5回

第6回

第1回

　スクロールグループは「人材」を最も重要な経営資源と位置付けています。変化の激しい時代において、真の

ＭＳＣを実現するため、人事部門の役割として「人材育成」から「人材開発」へその取組みを進化させ、社員一人ひと

りの能力を最大限に引き出し、組織全体のパフォーマンスを向上させることが不可欠であると考えています。社員

の主体的なキャリア形成に向け、成果の最大化を目指した目標管理制度の運用や、ＡＩ活用を含めた自己啓発学習

支援の拡充など、自律的な成長を後押しし、またスクロールグループ研修においてグループ内の知見を共有し共

創を深めることで、新たな価値創出も目指しています。この「人材開発」への進化こそが、当社グループが真の

MSCとして成長し、企業価値向上を実現するための、強固な基盤となると確信しています。

真のＭＳＣを実現する「人材開発」

人事担当部長 
市川 ちひろ

人材育成

「学びの場」の提供
● 全グループ従業員を対象としたスクロールグループ研修の受講者数：のべ563名（全6回実施） ▶p.32
● リスキリングを目的としたオンライン学習サービス受講者数：のべ281名

課題となるテーマ 主な取組み項目 2024年度の取組み実績

マネジメント力の
強化

タスク・
ダイバーシティ
経営の推進

従業員
エンゲージメントの

向上

採用の強化

● 従業員の経験、能力、スキルなどの情報を一元管理し、組織や人材のパフォーマンスを
  最大限引き出す環境を整えるため、タレントマネジメントシステムを運用

● デジタル推進室の稼働　● DXについての社内研修の実施

● 管理職向け研修受講者数：のべ183名（全3回実施）

● 男性育児休暇取得率：72.7%（グル一ブ全体で対象者11名中8名取得）
● 育休取得率向上に向けた職場環境の整備と啓蒙活動の実施

● 打合せ場所やコワーキングブースを兼備したカフェスペースの設置

● 社員のコンディションの変化を早期に把握するため、定期的にエンゲージメント・サーベイツールを
　用いた意識調査を実施

● 役員と社員が自由に対話をすることができるタウンホールミーティングを開催し、
　経営陣と社員の双方による対話を促進
● 各拠点からオンラインでも参加できるオープン形式、1on1形式、少人数形式を開催

● 時短勤務、在宅勤務、ハイブリッドワークといったライフステージ変化に対応したフレキシブルな
  働き方を提供
● D制度利用者数：60名

● 幅広い視野や能力を身につけることを目的として、入社後6年間でグループ内横断のジョブローテー 
　ションを実施　● 2025年4月入社の新卒採用者数：20名

● グループ全従業員が参加できるコスト削減コンテスト「SSC（Slim Spending Contest）」、
  生産性向上コンテスト「SWC（Slim Work Contest）」の実施 ▶p.32

● 新規リーダー登用数：8名

● 次世代・次々世代管理職候補者研修受講者数：54名（全3回実施）うち26名が女性

主体的・自律的なキャリア形成の支援

DX人材の強化

管理職向け研修

リーダー（次世代管理職）登用の推進

女性管理職の育成

男性育児休暇取得の推進

タウンホールミーティングの実施

魅力的なオフィス環境づくり

チャレンジできる風土の醸成

グループ採用への切替えによる
新卒採用の強化

D（ダイバーシティ）制度の運用
D制度：妊娠・育児・介護・シニアなどライフステージ
の変化により働き方が制限される場合に、時短勤務
やテレワークなどの柔軟な働き方を選択できる制度

従業員満足度調査の実施

● スクロール単体キャリア採用者数：28名
　（2024年度採用者全体に占めるキャリア採用比率73％）

キャリア採用の強化
（即戦力人材の拡充、社内人材の多様化）
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価値創造の基盤

はままつフラワーパークとの取組み

　当社は、創業の地である静岡県浜松市への地域社会貢献のため「はままつフラワーパーク」の運営事業を行う「公益財団法人浜松市花

みどり振興財団」と、相互協力および連携に関する協定のもと、社員参加型のボランティア活動や、企画商品の販売など、さまざまな取組み

を行っております。

子ども職場見学会の開催

お客様、社員とともに行う社会貢献活動
SOCIAL
社会  〈地域〉

スクロールグループは、社員参加型の活動を通じて、持続可能な地域社会づくりに貢献します。また地域社会の発展に

資する社会貢献活動を通じて、地域の人々に愛され、信頼される企業を目指してまいります。

基本的な考え方

　2020年度より、お客様とともに行う社会貢献活動の一つとして、

カタログに掲載している商品の売上の一部を活用し、社会貢献活動

団体への寄付を実施してまいりました。 2023年度からは、これらの

募金を「つづくみらい募金」として寄付活動を拡充しております。また、

当社グループの従業員が働きながら参加できる社会貢献活動として、

1999年より有志による従業員募金の活動を実施しています。

希望する金額（1口100円）を毎月寄付できる取組みで、2023年

度からは名称を「スクチャリ」と改め、活動を継続しております。

　2024年度は、子どもたちのさまざまな課題解決に向けて静岡

県浜松市を中心に活動するNPO法人ReFrameと、日本赤十字社

が行う能登半島地震災害義援金を、新たな寄付先として支援して

おります。2024年度の実績は下表のとおりです。

　創業以来、支えていただいた地域社会への感謝の気持ちを込めて、

2009年以降毎年※地域の子どもたちを招き、クリスマスパーティーを開催

しています。15回目の開催となった2024年度は、948名（うちお子さま 

656名）にお越しいただきました。

　当社は、毎年、スクロール本社東館にてクリスマスイルミネーションの

点灯を実施しており、2024年度は、プログラム制御によりさまざまな姿に

変化する虹を中央に大きくあしらったデザインにリニューアルいたしました。

クリスマスパーティーでは「冬の虹～みんなで大きな虹をつくろう！～」

をテーマに、サンタスクロールと写真が撮れるブースや子どもたちが会場

内で集めたシールで大きな虹を完成させる虹づくりブースなどを展開しま

した。

株主優待制度を通じた活動

　株主優待制度におきまして、当社の取組みにご賛同いただき、社会貢献団体へのご寄

付をお選びいただいた株主様分の優待相当額を「公益財団法人静岡県グリーンバンク」

と「公益信託スクロール女性ボランティア基金」へ寄付する取組みを実施しております。

 本寄付金は、静岡県の公共花壇や森林を守り育てる人材の育成、生活環境や森を守る

活動、また、静岡県内に活動拠点を置く社会福祉に関する活動をしているボランティア

団体の活動費の支援・補助に活用されます。

　学校の夏休み期間にあわせ、2024年8月21日にスクロール東京

本店、8月23日にスクロール浜松本社にて、社員の子どもたちを対象

とした夏休み子ども職場見学会を14年ぶりに開催し、総勢49名の

子どもたちが参加しました。

　各拠点では、社長室訪問やアパレル生成AI「Lightchain」を使った

AI体験学習に加え、オリジナルの名刺を持って社員と名刺交換を行う

プログラムを実施しました。また、グループ各社の名刺が置かれた

ブースを設け、スタンプラリー形式で各社の事業の特徴を楽しく

学べる工夫を凝らしました。本見学会を通して、親が普段どのような

職場で働いているかを子どもたちに理解してもらい、家族間のコミュ

ニケーション促進を図りました。今後も、社員とその家族が安心して

働けるような職場環境づくりを進めるとともに、社員のモチベーション

向上につながる機会を設けてまいります。

30万円

30万円

30万円

30万円

30万円

50万円

80万円

80万円

80万円

80万円

80万円

―

寄付先団体

寄付金額（2024年度実績）

つづくみらい
募金

スクチャリ

総額 400万円 200万円

社長室での名刺交換 「Lightchain」を使用したAI体験学習

各社の事業内容を紹介する名刺ブース

クリスマスパーティーの開催

　生協組合員様に向けたカタログでは、はままつフラワーパーク

とのコラボレーション企画を掲載しています。実際に当社の企画

担当者が園を訪問し、園内の植物から得たアイデアをもとに、花を

モチーフとしたデザインをあしらった商品を企画、販売しました。

　社員参加型のボランティアとして、園内にて当社が協賛した

サステナブルガーデン『はなのはら』の整備や雑草とり、枯れた花

摘み、役目を終えた花の抜き取り作業などを定期的に行っており

ます。これまでに6期実施し、のべ261名の従業員が参加しました。

この活動を通じて、地域の方や社員同士のコミュニケーションを

促進し、地域社会への貢献とともに、社員の心のケアを推進します。

ボランティア活動の継続

コラボレーション企画の実施

※2020年度はコロナウイルス感染拡大の影響により中止

認定NPO法人 Learning for All

公益財団法人 日本自然保護協会

認定NPO法人 J.POSH

公益信託スクロール
女性ボランティア基金

日本赤十字社 
能登半島地震災害義援金

NPO法人 ReFrame

女性ボランティア基金助成先※への寄付金贈呈式の様子

静岡県グリーンバンク※が行う活動「森づくり県民大作戦」

※1994年3月に当社の社是である「信頼と奉仕」の精神を具
体化し実践するために設立され、静岡県内で高齢者・障がい
者・児童に対する社会福祉に関するボランティア活動を行う
女性を中心とする団体に助成金を交付することを目的として
活動しています。

※静岡県内の地域全体で花や緑を増やすための取組みを行う
団体であり、各地域におけるハード（花の種、苗木など）の提供
や、緑化ボランティアの育成などの森を豊かに育てる活動を
行っています。

コーポレートサイト サステナビリティ・社会 https://www.scroll.jp/sustainability/social/
寄付活動の詳細は、当社コーポレートサイトをご覧ください。
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価値創造の基盤

GOVERNANCE
ガバナンス

当社は、経営の効率性、透明性を高め、安全かつ健全なる事業活動を通じ、企業価値を最大化することをコーポレート・

ガバナンスの基本的な考え方としています。この考え方のもと、社是および経営理念に沿って、社会からの信頼に立脚し

た持続的な成長および中長期的な企業価値の向上を目指し、コーポレート・ガバナンスの拡充に取り組んでおります。

基本的な考え方

コーポレートガバナンス・ガイドライン、コーポレート・ガバナンス報告書
https://www.scroll.jp/sustainability/governance/

　当社は、監査等委員会制度を採用しているため、コーポレート・ガバナンス体制の主たる機関として取締役会、監査等委員会および会計監

査人を設置し、その補完機関として指名報酬委員会やグループ経営会議、内部統制委員会などを設置しております。

　なお、当社は、取締役会の監督機能強化を図るとともに、経営の迅速な意思決定および業務執行の分離による権限・責任の明確化ならび

に業務執行の対応力強化を目的に、グループオフィサーおよびセグメントオフィサー制を導入しております。

コーポレート・ガバナンス体制

コーポレート・ガバナンス体制の強化

コーポレート・ガバナンス体制強化の変遷

1．当社グループの持続的な成長と
　 中長期的な企業価値の向上に資する人材であること

２．実効性のあるコーポレートガバナンス実現に
　 資する人材であること 

３．取締役会全体としてのバランス及び多様性を有し、当社グループ
全体の効果的なリスクマネジメント実現に資する人材であること 

指名報酬委員会が用いたスキルマトリックスにつきましては、p.41
をご参照ください。

2025年3月期　開催状況 ： 14回

2025年3月期　主な審議事項 ：
スクロールグループ経営方針、利益計画・月別予算、役員人事関連、
設備投資計画、Ｍ＆Ａ関係、取締役会実効性評価、内部統制活動報
告、サステナビリティ活動報告、政策保有株式の合理性 等

　取締役会は、社内取締役4名、監査等委員である独立社外取

締役6名で構成され、取締役会での業務執行の監督強化を図っ

ております。取締役会は原則として毎月１回開催し、月次の業績

報告に加え、法令・定款等に定められた事項の審議を行い、取締

役相互に質疑、提案ならびに意見を交換することにより、取締役

の業務執行状況を監視し、監督しています。なお、当社が指定する

社外取締役の独立性は、東京証券取引所の定める独立性基準に

準拠しています。

取締役会

　指名報酬委員会は、コーポレート・ガバナンスの充実を図り、取

締役会の構成や取締役等の指名制度および報酬制度の公正な運

営、その透明性を高める事を目的に、取締役会の諮問機関として

設置しています。３名以上の委員で構成され、社外取締役を委員

長とし過半数は独立社外取締役と定めており、委員の選出は、取

締役会によるものとしています。（2024年度の構成員：独立社外

取締役6名、社内取締役2名）指名報酬委員会は、以下の基準およ

びスキルマトリックスを用いて候補者案を作成しております。

指名報酬委員会

　グループ経営会議は、原則、毎月１回以上開催し、業務執行

取締役およびグループオフィサー等が出席し、取締役会から委託

された事項の意思決定のほか、グループおよび事業セグメントの

経営の全般的執行についての方針および計画の審議、管理なら

びに決定等を行っております。

グループ経営会議

　当社では、取締役会の機能向上を目的として、取締役会の実効

性に関する分析および評価を行い、取締役会の機能強化に向け

た改善を図っております。2024年度においても、第三者機関と

連携のうえ「取締役会の運営全体」「取締役会の運営の工夫、審

議の充実」「取締役会の議事」「取締役会の構成」「取締役会を支

える体制」「取締役会の役割・責務」等に関する、各取締役へのア

ンケートによる自己評価等を行い、結果の評価・分析を行いまし

た。その結果、当社取締役会の実効性は確保できていると判断い

たしました。今後も取締役会の実効性に関する評価およびその結

果を踏まえた改善を継続的に行い、取締役会のさらなる機能向

上および実効性の確保に努めてまいります。

取締役会の実効性評価

2025年3月期　開催状況：14回

　社外取締役全6名で構成されており、内部監査部等と連携し、

取締役会の意思決定過程および取締役の業務執行状況について

監査しています。

監査等委員会

　当社は会計監査人として、EY新日本有限責任監査法人と監査

契約を結んでおり、会計監査を委託しています。会計監査人は、

監査項目、監査体制、監査スケジュールを内容とする監査計画を

立案し、第１四半期から第3四半期の四半期ごとに、四半期レ

ビュー報告会を、また期末には期末決算に関する会計監査報告会

を開催し、監査等委員会に対して報告しています。なお、以上の

報告会には、経理を主管する経営統括部長が参加しています。

会計監査人

　内部統制委員会は、会社法や金融商品取引法に基づく内部

統制システムの構築・運営機関であり、代表取締役社長を委員

長としてグループ全体のコンプライアンスやリスク管理・情報

管理などを統括しています。当社は、内部統制委員会の統制活動

を支えるために、社内規程を整備するとともに、取締役、グループ

オフィサー、セグメントオフィサーおよび使用人への教育を実施

しております。

内部統制委員会

　サステナビリティ委員会は、代表取締役社長を委員長、各事業

セグメントの責任者（ＰＲＳ）を委員とし、年に２回程度、事業部門

と連携して目標設定や計画に対する進捗状況のモニタリング、

実施内容の評価を行います。当委員会の内容は、取締役会に報告

されることで、取締役会の監督が適切に図られるような体制と

しております。

サステナビリティ委員会

指名報酬委員会

監督機能 業務執行機能 事業セグメント

会計監査人

取締役会：取締役10名
（うち独立社外取締役6名）

社内4名

社外6名

株
主
総
会

監査等委員会

CEO
代表取締役

COO

内部統制委員会

内部監査部

サステナビリティ委員会

グループ経営会議
グループオフィサー

通販事業

ｅコマース事業

グループ管轄事業

ソリューション事業

・CEO（Chief Executive Officer）
・CAO（Chief Administrative Officer）

・COO（Chief Operating Officer）
・CLO（Chief Logistics Officer）

・CMO（Chief M&A Officer）
・CIO（Chief Information Officer）

・CSO（Chief Strategy Officer）
・CFO（Chief Financial Officer）

CSO

CMO

CAO

CLO

CFO

C I O

（2025年5月30日現在）

2009年
社外取締役の選任

2010年
社外取締役２名の選任
→取締役の半数が社外取締役

2016年
監査等委員会設置会社へ移行

2022年
●  女性社外取締役の選任
●  社内取締役の減員→取締役の過半数が社外取締役
●  譲渡制限株式報酬制度を導入
●  コーポレートガバナンス・コード全ての原則を
　実施（コンプライ）
●  指名報酬委員会の委員長を社外取締役とする
●  サステナビリティ委員会設置

2015年
コーポレート
ガバナンス・コード
への対応

2017年
社内取締役増員
→社外取締役の比率が
　半数を下回る

2021年
指名報酬委員会
設置

2023年
業績連動
報酬制度を
導入

2024年
女性社外取締役
２名の選任
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